
 

 

 

 

 

 

 

 

 

概  況 

          



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

１ 概況 

（１） 鳥取市の概況 

 鳥取市は、古くから鳥取藩池田家３２万５千石の城下町として栄え、明治２２年１０月に市制を施行以

来、鳥取県の県都として政治、経済、文化などあらゆる面で中心的な役割を果たしてきた。平成１６年１

１月には、周辺８町村と合併を行い、人口２０万人、面積７６５．６６平方kmの山陰第一の都市（当時）

として大きく生まれ変わり、平成１７年１０月には、特例市へ移行した。そして平成３０年４月１日には

中核市となり、兵庫県の一部も含めた連携中枢都市圏を形成して今後のさらなる発展が期待されている。 

本市の産業は、電気機械製造業を中心とする大手企業城下町として、また、二十世紀梨や松葉ガニ、砂

丘らっきょうなどの特産品に代表される農林水産業を基幹産業として発展を遂げてきた。リーマンショッ

クに端を発したデフレの影響等によっては、主要産業である電機産業の事業再編による大量の離職者が発

生するなど、産業構造の転換を余儀なくされたが、現在は雇用創出を第一義的な課題として、企業誘致の

推進、再生可能エネルギーや保健医療福祉、観光などの内需型の産業への構造転換、地場産業の育成等に

取り組んでいる。 

観光資源としては、平成２２年１０月に世界ジオパークネットワークに加盟認定された「山陰海岸ジオ

パーク」の代表的スポットである鳥取砂丘や湖山池をはじめとする美しい自然、湯量あふれる数多くの天

然温泉等、豊かな観光資源に恵まれた都市であるとともに、令和元年５月２０日、麒麟のまち圏域(鳥取

市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、兵庫県香住町、兵庫県新温泉町)による３１の文化財などから構

成されるストーリーが日本遺産に認定され、観光に限らず移住定住など様々な分野で連携し、魅力ある圏

域づくりに取り組んでいるところである。平成２４年４月には、世界で唯一の砂像展示常設美術館「鳥取

砂丘 砂の美術館」を開館して、鳥取から新たな芸術分野「砂像のまち鳥取市」を発信し、地域ブランド

として観光客数の大幅な増加を目指している。 

また、長年にわたり進めてきた高速交通インフラ整備では、平成２５年３月に鳥取ＩＣから中国自動車

道佐用ＪＣＴを結ぶ「鳥取自動車道」が全線開通するとともに、山陰道鳥取西道路《鳥取西ＩＣ～青谷Ｉ

Ｃ》が令和元年５月１２日に全線開通したことで、国内の各都市からの交通アクセスが飛躍的に向上し、

経済・観光面での地域間の結びつきが一段と促進されている。 

 令和元年１０月には、市制施行１３０周年を迎えるとともに、現在の場所（鳥取市幸町）に防災、市民

サービス、情報発信、市民交流の機能を強化した本庁舎を新築移転し、安心・安全かつ魅力あるまちづく

りに向けて歩み続けている。 
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（２） 国保事業の概況 

 近年の本市の国保運営を取り巻く環境は、医療の高度化や急速な高齢化によって医療費が増加する中、

本市の主要産業である電機産業の事業再編等により平成２３、２４年度には大量の失業者が国保の被保険

者となるなど予断を許さない厳しい状況に置かれてきた。 

国保事業の運営にあたっては、かねてより国保運営基本方針３本柱として「１．保険料収納率の確保・

向上対策 ２．医療費の適正化対策 ３．保健事業の充実」を軸とした健全化に努めてきた。しかし、平

成２１年度には基金を全額取り崩しても財源が不足し、翌年度会計から繰上げ充用を実施するという危機

的な状況に陥った。このため、平成２２年度に９．７４％の保険料引き上げに加え、一般会計から多額の

法定外繰入を実施し、平成２３年度には２年連続となる９．８８％の保険料の引き上げを行った。 

平成２３年度以降は、保険料率を引き上げることなく安定的な運営を堅持し、国保運営準備基金の残高

は、約１１億円となり、不測の支出に備えて恒常的に保有すべき基金の額と予備費の財源を確保するに至

っている。このような状況の中、平成２７年度、平成２８年度と２年連続で国保料率の引き下げを実現で

きた。国保の都道府県化を迎えた平成３０年度においては、保険料総額を引き下げるとともに、資産割の

廃止を含む保険料率の全面改定を行い、将来の保険料負担の公平化を図るための取組みを進めているとこ

ろである。国保の都道府県化については、全国的に概ね順調に実施されており、国保財政の責任主体が県

となる中で、本市への国保事業費納付金が大幅に減額となったこと等から令和３年度に保険料率の引き下

げを行った。 

現在の国民健康保険は全国的な傾向として、少子高齢の進展に伴い一人当たりの医療費が増える一方で、

団塊の世代の７５歳到達や社会保険の拡大などにより被保険者数が減少しており、本市の国民健康保険に

おいても厳しい財政運営を迎えつつある。 

 

【国保運営基本方針３本柱】 

①保険料収納率の確保・向上対策 

平成２４年度に市税と国民健康保険料を一体的に徴収する「徴収課」を新設し、納付催告センターに

よる電話催告、インターネット公売、口座振替の推進（原則口座振替への規則改正、ペイジー口座振替

受付システム導入）等に取り組んでいる。また、平成２６年６月の機構改革では「債権管理課」を新設、

令和２年４月の機構改革では徴収課と債権管理課を統合するなど、更なる債権回収の強化や効率的な組

織体制の見直しに取組んでいる。さらに国保料納期の１０期への変更（平成28年度）、コンビニエンス

ストア収納やスマートフォンアプリからの納付などの取り組みの結果、令和４年度の収納率（現年分）

は９５．7％と向上している。 
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②医療費の適正化対策 

将来に渡って持続的かつ安定した事業運営ができる基盤づくりを重点目標に据え、平成２３年度から

ジェネリック医薬品の利用促進、平成２４年度からは生活習慣病の治療中断者に対する受診勧奨と生活

習慣病予備群の食生活改善に向けた訪問活動等に取り組んでいる。また、平成２６年６月には医療費適

正化に集中的に取り組む組織として、新たに「医療費適正化推進室」を設置し、特定健診データ及びレ

セプトデータを活用したデータヘルス計画を策定するとともに、糖尿病性腎症重症化予防事業等に取り

組んでいる。 

 

③保健事業の充実 

疾病の早期発見、早期治療を図るため、人間ドック事業、脳ドック事業、特定健康診査・特定保健指

導事業を実施している。特に特定健康診査等事業については、平成２６年度から受診料を無料にすると

ともに、コールセンターを活用した受診勧奨を実施（Ｈ２９年度まで）し、平成３０年４月からは働き

盛り世代の受診率向上のための環境整備として、集団検診のＷｅｂ予約を導入するなど、受診率の向上

対策に取り組んでいる。さらに糖尿病重症化予防やＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）の予防啓発事業にも

取り組んでいる。 
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（３）国保事業年表 

年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

昭和 13.4.1  

  17.12    

  18. 2.27  

        

    8. 1  

  23. 6.30  

        

  24. 4. 1  

  26. 4. 1  

  26 年度   

  27. 4.17  

        

  28. 4. 1  

    7. 1  

        

        

        

  29. 1. 1  

  30. 4. 1  

    7.20  

  31. 4. 1  

        

  33. 8. 1  

   10. 1  

          

   12.27  

        

  34. 8. 1  

  35. 7. 1  

  36. 4. 1  

    7. 1  

   12. 1  

  37. 4. 1  

        

  37 年度   

  38. 4. 1  

    4.22  

    7.20  

   10. 1  

  39. 4. 1  

  40. 1. 1  

     11. 1  

  41. 1. 1  

    3.31  

    4. 1  

      

  41 年度 

   42. 4. 1  

   10. 1 

   12. 1 

    

   43. 7. 1 

       9.30                     

 

鳥取市国民健康保険組合設立認可。 

鳥取市国民健康保険組合設立。 

(被保険者 8,373 世帯､40,011 人) 

専任職員と保健婦を配置し本格的に活動開始。 

                       

                       

市公営に移管され全市実施、５割給付。 

二重加入制を廃止、入院を４割給付に引き上げ。 

赤字団体に転落。 

鳥取大火のため被保険者 3,247 世帯、14,286 人 

罹災。 

５割給付に復活。 

周辺１５町村を合併し、うち１１ヵ村の国保事 

業を引継。 

神戸、明治、豊実、松保の四国保直営診療所を 

引継。 

大郷、明治の両地区に国保事業開始。 

末恒直営診療所を開設。 

米里村を合併し国保事業を引継。 

倉田、面影両地区に国保事業開始し、全市国保 

実施となる。(被保険者 12,818 世帯､54,697 人) 

明治診療所を移転。 

国保公営 10 周年記念式典を行なう。 

 

 

 

末恒診療所休診。 

豊実、松保、末恒の三診療所を廃止。 

 

 

 

 

 

赤字を再建し、健全財政となる。 

応益 55；応能 45に改正、助産費 2,000 円支給。 

津ノ井村を合併し国保事業を引継。 

保険料収納事務賛助団体連合会を設立。 

世帯主を７割給付とし、葬祭費を 2,000 円支給。 

育児手当を新設し、1,200 円を支給。 

 

 

オ－ル７割給付を実施。 

神戸診療所廃止。 

年金係を統合し、保険年金課となる。 

 

再び赤字財政に転落。   

 

 

 

 

 

明治診療所廃止。 

国民健康保険法制定。 

 

 

 

 

国民健康保険法の改正により市町 

村公営の原則確立。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療報酬改正で甲乙二表とし一点 

単価 10円となる。 

国民健康保険法の全面改正により 

国民皆保険体制が整備。 

 

 

全国に国民皆保険達成。 

診療報酬 12.5％引上げ。 

診療報酬 2.3％引上げ。 

定率２割５分、調交５分の国庫補 

助となる。 

 

 

 

 

 

 

診療報酬 9.5％引上げ。 

薬価基準 3.5％引下げ。 

 

 

定率４割、調交５分の国庫補助と 

なる。 

 

永住権許可韓国民に対し国保適用。 

薬価基準 10.2％引下げ。 

診療報酬 7.68％引上げ、 

歯科診療 12.65％引上げ。 

歯科診療 1.99％引上げ。 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

   44. 1. 1  

       4. 1  

  45. 2. 1  

        

      4. 1  

        

    7. 1  

    8. 1  

    7.21  

  46. 4. 1  

        

        

    7. 1  

        

   10. 1  

  46 年度   

  47. 2. 1  

        

      4. 1  

          

    5.19  

  48. 1. 1  

    4. 1  

       6. 1  

    9.12  

  49. 2. 1  

        

    3.15  

    4. 1  

        

        

        

   10. 1  

       

         

   50. 1. 1  

       4. 1       

        

        

    7. 1  

    10. 1 

        

  51. 4. 1 

 

    8. 1 

 

  52. 4. 1  

   10. 1 

  

   53. 2. 1 

       4. 1 

               

     

       4.21   

  

 

 

 

年１回の賦課（７月）、納期５回に改正し、保 

険料最高限度額を７万円に引き上げ。 

 

 

会計検査院検査。 

助産費を 10,000 円に引き上げ。 

前納報償金制度を導入。 

保険料最高限度額を８万円に引き上げ。 

市の収納事務の一本化を図り、徴収係を収納課 

に統合。 

  

赤字を再建し、健全財政となる。 

   

    

機構の簡素化を図り、庶務係と給付係を統合し 

保険係とした。 

会計検査院検査。 

 

葬祭費 5,000 円、育児手当 3,000 円に引き上げ。 

保険料の電算移行の準備作業着手。 

国保 30周年記念式典。 

 

 

会計検査院検査。 

葬祭費 10,000 円、助産費 20,000 円に引き上げ。 

保険料賦課・調整交付金統計に関する電算事務 

開始（委託）。 

保険料最高限度額を 10万円に引き上げ。 

 

 

 

 

保険料最高限度額を 12万円に引き上げ。 

保険料賦課割合を所得割 50％、資産割 10％、 

均等割 25％、平等割 15％に変更。 

助産費を 40,000 円に引き上げ。 

 

 

保険料最高限度額を 15万円に引き上げ。 

 

 

 

保険料最高限度額を 17万円に引き上げ。 

助産費を 60,000 円に引き上げ。 

高額療養費貸付制度の実施。 

 

保険料最高限度額を 19万円に引き上げ。 

国民の健康づくり推進事業の実施にともない国

保保健婦が市保健婦に移管。  

会計検査院検査。 

薬価基準 5.6％引下げ。 

国保指導官制度実施。 

診療報酬 8.77％引上げ、 

歯科診療 9.73％引上げ。 

 

 

診療報酬 0.97％引上げ、 

薬価基準 3.0％引下げ。 

 

 

 

 

 

 

老人医療助成制度(75歳以上)の実施。 

 

診療報酬 13.7％引上げ、 

薬価基準 3.9％引下げ。 

朝鮮韓国人の国保適用。 

 

 

老人医療助成制度(70歳以上)の実施。 

 

 

 

診療報酬 19％引き上げ、 

薬価基準 3.4％引下げ。 

 

 

 

 

 

診療報酬 16％引き上げ。 

高額療養費支給制度を任意給付と 

して発足。 

薬価基準 1.6％引下げ。 

中国人に対し国保適用。 

 

 

 

高額療養費支給制度が任意給付か 

ら法定給付に改正。 

診療報酬 9.0％引上げ、 

歯科診療 9.6％引上げ。 

高額療養費の一部負担額を 30,000 

円から 39,000 円に引上げ。 

 

 

 

診療報酬医科 9.6％引上げ。 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

  53. 7. 5  

  54. 4. 1  

      4.12  

  55. 3.12  

    4. 1  

    8. 1  

   12. 1  

  56. 4. 1  

      6. 1  

 

  57. 1. 1  

      3. 1  

    4. 1  

    9. 1  

        

        

  58. 1. 1  

        

        

    2. 1  

        

    4. 1  

    7. 1  

  59. 3. 1  

        

    4. 1  

    7. 1  

   10. 1  

        

        

        

        

        

  60. 3. 1  

        

    4. 1 

 

 

 

 

 

        

 

      6.28  

 

   60 年度  

 

   61. 4. 1  

 

 

 

     5. 1 

  

 

厚生省指導監査。 

保険料最高限度額を 22万円に引き上げ。 

厚生省事務実施調査。 

会計検査院検査。 

保険料最高限度額を 24万円に引き上げ。 

本市登録外国人の国保加入認定。 

助産費を 80,000 円に引き上げ。 

保険料最高限度額を 26万円に引き上げ。 

 

 

 

助産費を 100,000 円に引き上げ。 

保険料最高限度額を 27万円に引き上げ。 

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

保険料最高限度額を 28万円に引き上げ。 

国民健康保険料の納期を５期から８期に改正。 

                       

                       

保険料の口座振替納付を開始。 

条例改正により保険料率を条例に明示。 

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

保険料最高限度額を 30万円に引き上げ。 

来庁者用に全自動血圧計を設置。（市玄関ホ－ 

ル、保健センタ－内） 

機構改革により福祉事務所老人係を保険年金課 

保険係に統合するとともに、保険係から庶務係 

を分離。 

助産費を 130,000 円に引き上げ。 

前納報償金の報償率を 0.8％から 0.5％へ改正。 

条例改正により国保運営協議会に被用者保険等 

保険者を代表する委員２名を新たに参加。 

「被保険者証明書」取扱開始。 

国保運営基金の全額（241,361 千円）を取り崩し。 

保険料の賦課徴収業務を一本化し、収納嘱託員 

を採用。 

「短期被保険者証」交付開始。 

保険料最高限度額を 35万円に引き上げ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療報酬 8.1％引き上げ、 

薬価基準 18.6％引下げ。 

薬価基準 4.9％引下げ。 

 

 

高額療養費の一部負担額を 45,000

円に引上げ。(70 歳以上の老人及び

非課税世帯は据置き) 

高額療養費の一部負担額を 51,000

円に引上げ。(70 歳以上の老人及び

非課税世帯は据置き) 

老人保健法施行。 

診療報酬 0.29％引き上げ。 

 

 

診療報酬 2.79％引上げ､ 

薬価基準 16.6％引下げ。 

 

 

退職者医療制度の創設。 

（退職者本人 20％、被扶養者入院

20％、外来 30％） 

高額療養費の非課税世帯の一部負

担限度額を39,000円から30,000円

に引下げ。 

診療報酬 3.3％引上げ、 

薬価基準 6.0％引下げ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療報酬 2.3％引上げ。 

薬価基準 5.1％引下げ。 

 

 

高額療養費の一部負担額を 54,000 

円に引上げ。(非課税世帯は据置き) 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

  61 年度 

 

  62. 4. 1  

        

  63. 4. 1  

        

        

        

  

    6. 1  

   63 年度 

        

       

平成元.2. 8  

    4. 1  

          

    6. 1  

        

  2. 4. 1  

        

        

    7. 1  

  3. 4. 1  

    5. 1  

        

  4. 4. 1  

          

 

    5.22  

  4 年度 

 

   5. 4. 1 

    5. 1 

 

   11.19  

        

  5 年度  

   

  6. 4. 1 

 

 

    7. 1  

   10. 1 

   

  6 年度   

  7. 4. 1  

        

  

   8. 4. 1  

 

 

     6. 1 

 

単年度収支不足のため翌年度歳入から繰上充用 

(59,439 千円)を行った。 

保険料の検収業務を収納課から移管。 

保険料最高限度額を 38万円に引き上げ。 

保険料最高限度額を 40万円に引き上げ。 

保険料率を条例に明示して以来初めての料率改 

正。 

葬祭費を 10,000 円から 20,000 円に、育児手当 

を 3,000 円から 6,000 円に、それぞれ引上げ。 

 

ヘルスパイオニアタウン事業パ－トⅠ開始。 

同事業の一環としてこの年から「とっとり市民 

健康ひろば」に事業参加した。 

会計検査院検査。（収納関係） 

国保事務の電算オンライン化。 

  

 

 

 

 

 

人間ドック事業開始。 

保険料最高限度額を 42万円に引き上げ。 

                       

                       

保険料最高限度額を 44万円に引き上げ。 

助産費を 240,000 円に引き上げ。 

 

国保賛助団体連合会設立 30 周年記念大会。 

医療費適正化特別対策事業開始。 

ヘルスパイオニアタウン事業パ－トⅡ実施。 

保険料最高限度額を 48万円に引き上げ。 

 

 

鳥取市国民健康保険施行 50 周年記念事業を市民 

会館において実施。 

収納率向上特別対策事業開始。 

国保運営基金を２億円積立て。 

保険料最高限度額を 50万円に引き上げ。 

 

 

脳ドック事業開始。 

助産費を 300,000 円に引き上げ。 

 

国保運営基金を１億円積立て。 

機構改革により生活環境部保険年金課となる。 

同時に保険賦課係が賦課係に、保険給付係が給 

付係に、それぞれ変更。 

保険料最高限度額を 52万円に引き上げ。   

保険料率改定を実施し、保険料軽減割合を７割 

５割・２割へ移行。 

 

 

 

 

診療報酬 3.4％引上げ、 

薬価基準 10.2％引下げ。 

 

 

 

歯科診療 1.0％引上げ。 

 

 

 

 

診療報酬 0.11％引上げ。 

薬価基準 2.4％引上げ。 

高額療養費の一部負担額を 57,000 

円(非課税世帯は31,800円)に引上げ。 

診療報酬 3.7％引上げ、 

薬価基準 9.2％引下げ。 

保険基盤安定制度の確立。 

 

 

高額療養費の一部負担額を 60,000 

円(非課税世帯は33,600円)に引上げ。 

診療報酬 5.0％引上げ、 

薬価基準 8.1％引下げ。 

人件費、助産費等の一般財源化。 

 

 

 

 

高額療養費の一部負担額を 63,000 

円(非課税世帯は35,400円)に引上げ。 

 

 

 

 

診療報酬甲、乙一本化になる。 

診療報酬 3.3％引上げ、 

薬価基準 6.6％引下げ。 

 

入院時食事療養費制度の創設等保 

険制度の改正。 

 

 

 

 

診療報酬 3.4％引上げ、 

薬価基準 6.8％引下げ。 

 

高額療養費の一部負担額を 63,600                      

円(非課税世帯は据置き)に引上げ。 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

     9. 4. 1 

       

    4.16  

      9. 1 

 

   10. 4. 1 

  

     9. 7 

   10 年度 

   11. 4. 1  

 

      12. 1 

 

  11 年度 

 

    

  12 年度 

   12. 4. 1 

 

 

 

    8.24 

         25 

13 年度 

 

13. 4. 1 

 

14 年度 

14.10. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 年度 

15. 4. 1 

16. 3 

16 年度 

16. 4.16  

16.11. 1 

 

 

会計検査院検査。（調整交付金関係） 

 

 

保険料最高限度額を 53万円に引き上げ。 

 

診療報酬明細書等の開示制度の実施。 

在宅医療等推進支援システムの導入。 

葬祭費支給額を 20,000 円から 30,000 円に引上

げ。 

高額療養費受領委任払の実施。（非課税かつ保険

料完納世帯に限る。） 

退職被保険者適用適正化特別対策事業及び中高

年被保険者参加型生きがい・健康づくり事業の実

施。 

 

介護分保険料率を設定。介護分保険料最高限度額

を 7万円に設定。 

保険料全期前納報償金の報償率を 0.5％から

0.3％へ改正。 

第 31 回全国主要都市国保研究協議会を本市にお

いて開催。 

保険料率（介護分）改定の実施 

肺ＣＴ検査事業の実施 

出産費貸付制度の開始 

被保険者資格証明書の交付制度の開始 

医療保険制度相談窓口（フリーダイヤル）の設置 

高齢受給者証の交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護納付金分保険料の限度額改定 ８万円 

 

保険証の郵送（配達記録）による更新の実施 

 

保険料収納事務賛助団体連合会を解散 

市及び周辺８町村による市町村合併 

診療報酬 1.7％引上げ、 

薬価基準 4.4％引下げ。 

 

外来薬剤の一部負担制度の創設等 

保険制度の改正。 

診療報酬 1.5％引上げ、 

薬価基準 9.7％引下げ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険制度が施行される。 

診療報酬 1.9％引き上げ、 

薬価基準 1.7％引き下げ。 

 

 

 

 

 

 

 

診療報酬 1.3％引き下げ、 

薬価基準 1.4％引き下げ。 

医療保険制度の改正 

一部負担金の見直し 

 ３歳未満 ２割 

 ７０歳以上 １割 

 （一定以上所得者 ２割） 

高額療養費の見直し 

 自己負担限度額の改定 

老人医療費拠出金の見直し 

 退職分の拠出金を全額退職者 

 医療で負担 

高額医療費共同事業の制度化 

保険料算定方法の見直し 

  公的年金等特別控除 17万の廃止 

 給与所得特別控除 2万の廃止 

 青色専従者給等控除の適用 

 譲渡所得特別控除の適用 

老人保健制度の見直し 

 対象年齢の段階的引き上げ 

 前期高齢者（70～75 歳） 

一部負担金の見直し 

 退職被保険者 2 割から 3割へ 

 

 

薬価基準 1.0％引き下げ。 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

 

17 年度 

 

 18 年度 

  18. 7. 1 

 

   18.10. 1 

  

      

    

 

   19 年度 

 

 

    

   

 

    

   20 年度 

 

 

 

   

   20. 4. 1 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20. 7. 1 

20.10. 1 

21. 1. 1 

 

 

 

 

 

21 年度 

 

機構改革により、賦課係が賦課・収納係に変更 

郵便局での窓口納付の開始 

差押等の滞納処分の実施 

介護納付金分保険料の限度額改定 ９万円 

機構改革により、賦課・収納係を賦課係、収納 

係に、給付係を給付係、医療助成係に変更 

出産育児一時金支給額を300,000円から350,000

円に引上げ 

出産育児一時金受領委任払の実施 

 

 

合併調整方針に基づき医療分保険料を市内全域

統一し、医療分・介護分ともに保険料率改定 

医療分保険料の限度額改定 ５６万円 

人間ドック事業を A(偶数年齢)・B(奇数年齢)2

種類とする 

ふしめ歯科検診の対象年齢の拡大(４５才・５５

才・６５才) 

後期高齢者支援金分保険料を設定 

後期高齢者支援金分保険料賦課限度額を１２万

円に設定 

医療分保険料率改定 

医療分保険料賦課限度額改定 ４７万円 

機構改革により後期高齢者医療係設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定健康診査・特定保健指導開始 

国民健康保険料特別徴収（年金天引き）開始 

産科医療補償制度に加入の分娩機関で分娩の場

合、出産育児一時金支給額を 380,000 円に引き上

げ 

 

 

 

単年度収支不足のため翌年度歳入から繰上充用 

(128,232 千円)を行った。 

医療分・後期高齢者支援金分保険料率見直し(全

体として引き上げを行わず) 

介護納付金賦課限度額改定 １０万円 

県調整交付金の創設 

 

 

健康保険制度の改正 

一部負担金の見直し（10.1～） 

 一定以上所得者 2割から 3割へ 

高額療養費の見直し 

 自己負担限度額の改定 

保険財政共同安定化事業の制度化 

診療報酬 1.36％引き下げ、 

薬価基準 1.8％引き下げ。 

医療保険制度の改正 

70 歳未満の者の入院等に係る高額

療養費の現物給付化(限度額適用認

定証等の交付により窓口での支払

が一定限度額までとなる) 

 

 

老人保健法を「高齢者の医療の確保

に関する法律」に題名を改正 

後期高齢者医療制度の創設 

前期高齢者(65 歳～74 歳)の医療費

に係る財政調整制度の創設 

「退職者医療制度廃止に伴う経過

措置対応(平成26年度までの間にお

ける 65 歳未満の退職被保険者等 65

歳になるまでの経過措置)」 

国民健康保険法改正 

 一部負担金の見直し 

 乳幼児 2 割拡大(3 歳未満→義

務教育就学前) 

  70 歳～74 歳の一般 1 割→2 割

(平成20年度から2年間は1割

凍結) 

 特定健診・特定保健指導の保険者

への義務化 

 高額介護合算制度創設(支給事務

開始平成 21 年 8月～) 

診療報酬 0.38％引き上げ、 

薬価基準 1.2％引き下げ 

(医療費ベース 0.82％引き下げ) 

 

政管健保の公法人化 

産科医療補償制度の創設 

70 歳以上の一定以上所得者判定基

準の見直し 

75 歳到達月の高額療養費限度額の

見直し(後期高齢者医療制度創設の

伴う特例) 

中学生以下の者への資格証明書の

交付見直し 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

 

21. 5. 1 

 

  21.10. 1 

 

 

 

22 年度 

 

 

 

 

 

 

 

  22. 7. 1 

  

 22.10. 1 

 

   23 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

24 年度 

 

 

 

  25 年度 

 

 

 

 

 

 

25. 7. 1 

25.12. 1   

26. 1. 6 

26 年度 

 

 

 

 

 

 

 

27. 1. 1 

 

後期高齢者医療係を長寿医療係へ変更 

 

 

出産育児一時金支給額を 39 万円に引き上げ、産

科医療保障制度に加入の分娩機関での出産の場

合は 3 万円を加算(平成 21 年 10 月から平成 23

年 3月 31日までの間に出産した場合) 

単年度収支不足のため一般会計から法定外繰入

(578,000 千円)や鳥取県国民健康保険広域化支

援基金から借入(100,000 千円)を行った。 

保険料率の増額改定（9.74%） 

医療分保険料賦課限度額改定 50 万円 

後期高齢者支援分保険料賦課限度額改定 13万円 

インターネット公売の実施 

窓口業務の外部委託開始 

 

 

保険証のカード化、有効期限の変更（10.1～9.30）

を実施 

一部負担金減免制度の運用開始 

人間ドック事業をＡ(偶数年齢)・Ｂ(奇数年齢)2

種類から全年齢を対象として一本化した 

保険料率の増額改定（＋9.88％） 

保険料賦課限度額改定 

・医療分    51 万円 

・介護納付金分 12 万円 

・後期支援分  14 万円 

出産育児一時金支給額 420,000 円の支給対象期

間制限廃止 

ジェネリック医薬品使用促進通知開始 

機構改革により、収納係が徴収課へ移管 

第２期特定健診等実施計画の策定 

特定健診の節目対象者への無料クーポン券配布

の実施 

国保運営基金を約 5.6 億円積立て 

国保料納付を原則口座振替とする改正規則施行 

国保運営基金を約 2.1 億円積立て 

 

 

 

 

国保料納付書に個人ごとの保険料内訳を表示 

ホームページに国保料試算システムを公開 

ペイジー口座振替受付サービス開始 

保険料率の改定（▲0.45％） 

保険料賦課限度額改定 

・医療分   14 万円 

・後期支援分 16 万円 

医療費適正化推進室を設置 

糖尿病性腎症重症化予防事業の開始 

受診勧奨としてコールセンターの活用開始 

特定健診料を無料化 

産科医療補償制度掛金の引下げに伴い、出産育児

一時金支給額を 40.4 万円に引き上げ、制度加入 

 

特定疾患・小児慢性特定疾患治療に

係る高額療養費限度額の見直し 

出産育児一時金にかかる直接払い

制度の創設 

 

 

非自発的失業者に係る保険料の軽

減措置開始 

診療報酬 0.19％引き上げ 

70 歳～74 歳の一般 1 割→2 割(1 割

凍結の延長) 

 

 

 

高校生以下の者への短期保険証の

交付見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療報酬 1.38％引き上げ、 

薬価基準 1.38％引き下げ。 

 

 

特定同一世帯所属者に係る保険料

軽減特例措置が恒久化 

特定世帯（5 年間平等割を 2 分の 1

に減額）の期間満了後適用される特

定継続世帯（3 年間平等割を 4 分の

3 に減額）の制度新設 

延滞金利率（特例基準割合）の改正 

 

 

 

 

診療報酬 0.73％引き上げ 

薬価基準 0.58％引き下げ 

材料価格 0.05％引き下げ 

70 歳以上一部負担金 1割凍結解除 

高額療養費の見直し 

 階層区分・自己負担限度額の改定 

 

マイナンバー制度開始 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

 

 

27. 3 

 

 

27 年度 

 

 

 

 

 

28. 1 

28 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 年度 

30.3 

 

 

 

30 年度 

 

 

 

 

 

30．5 

31 年度 

令和元年 10 月 

 

令和 2年度 

 

 

 

 

2．4 

 

2．8 

 

3 年度 

 

 

 

3.4 

 

3.10 

3.11 

 

の分娩機関で分娩の場合の加算を 1.6 万円に引

き下げ、合計で 42 万円を維持する改定を行う。 

鳥取市国民健康保険保健事業実施計画（データヘ

ルス計画）策定 

国保運営準備基金を約 3.6 億円積立て 

医療分保険料率の改定（▲6.7％） 

賦課限度額改定 

・医療分   52 万円 

・後期支援分 17 万円 

・介護分   16 万円 

健診推進室を保険年金課内室として設置 

保険料コンビニエンスストア収納取扱開始 

保険料率の改定（▲2.60％） 

・医療分  （▲2.55％） 

・後期支援分（▲0.21％） 

・介護分  （＋0.16％） 

課限度額改定 

・医療分   54 万円 

・後期支援分 19 万円 

保険料の納期を 8期から 10 期に変更 

国保運営準備基金を約 0.7 億円積立て 

健診推進室を中央保健センターへ移管 

第２期鳥取市国民健康保険保健事業実施計画（デ

ータヘルス計画）策定 

第３期鳥取市国民健康保険特定健診等実施計画

策定 

保険料賦課方式を３方式に変更（資産割廃止） 

保険料率の改定（▲1.82％） 

・医療分  （▲2.86％） 

・後期支援分（＋0.96％） 

・介護分  （＋0.08％） 

医療分保険料賦課限度額改定 58 万円 

会計検査院実地検査 

医療分保険料賦課限度額改定 61 万円 

新庁舎（幸町 71番地）で業務開始 

 

賦課限度額改定 

 ・医療分 63 万円 

 ・介護分 17 万円 

機構改革により徴収課と債権管理課が収納推進

課に統合 

スマートフォンアプリによるキャッシュレス決

済導入 

保険証有効期限の変更（8.1～7.31） 

保険証と高齢受給者証との一体化 

保険料率の改定（▲ 8.5％） 

 ・医療分  （▲12.2％） 

 ・介護分  （▲ 4.7％） 

賦課限度額据え置き 

保険証旧氏併記開始 

 

 

会計検査院リモート検査 

 

 

 

 

 

保険者支援の拡充（国 1700 億円を

投入） 

保険財政共同安定化事業の対象医

療費の拡大（30 万円超→1円） 

 

 

 

診療報酬 0.49％引き上げ 

薬価基準 1.22％引き下げ 

材料価格 0.11％引き下げ 

抗がん剤「オプジーボ」薬価 50％引

き下げ（29.2.1～） 

保険者努力支援制度の前倒し実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

国保都道府県化を含む新制度施行 

保険者支援の拡充（国 1700 億円を

追加投入） 

診療報酬 0.55％引き上げ 

薬価基準 1.65％引き下げ 

材料価格 0.09％引き下げ 

 

診療報酬 0.41％引き上げ 

薬価基準 0.51％引き下げ 

材料価格 0.03％引き上げ 

診療報酬 0.55％引き上げ 

薬価基準 0.99％引き下げ 

材料価格 0.02％引き下げ 

 

 

 

 

 

 

薬価基準 平均乖離率8.0％の0.625

倍（乖離率 5.0％）を超える品目を

対象とし、妥結率（薬価ベース）

95.0％ 

 

 

マイナンバーカードの保険証の本

格運用開始（3.10.20～） 
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年 月 日 本 市 の 事 項 国、制度等事項 

4.1 

 

 

 

 

4 年度 

 

 

 

  4.4 

 

 

  4.10 

 

 

 

  5 年度 

 

 

  5.4 

 

 

 

  6.1 

  6.3 

               

産科医療補償制度掛金の引下げに伴い、出産育児

一時金支給額を 40.8 万円に引き上げ、制度加入

の分娩機関で分娩の場合の加算を 1.2 万円に引

き下げ、合計で 42 万円を維持する改定を行う。 

 

賦課限度額改定 

 ・医療分 65 万円 

 ・支援分 20 万円 

 

レセプト２次点検・第三者求償事務を国保連合会

へ委託 

 

 

 

 

 

賦課限度額改定 

 ・支援分 22 万円 

 

出産育児一時金支給額を 48.8 万円に引き上げ、

制度加入の分娩機関で分娩の場合の加算とあわ

せて合計で 50万円に増額する改定を行う。 

 

国保の産前産後期間の保険料免除制度の開始 

 

 

 

 

 

 

診療報酬 0.43％引き上げ 

薬価基準 1.35％引き下げ 

材料価格 0.02％引き下げ 

 

未就学児に係る均等割額の減額措

置（5割を公費により軽減）の新設 

 

年金制度改正法による被用者保険

の適用拡大（従業員数 101 人～500

人の企業対象） 

 

薬価基準 平均乖離率 7.0％の

0.625 倍（乖離率 4.375％）を超え

る品目を対象 

 

 

 

 

 

鳥取県が保険料水準の統一に向け

たロードマップ策定 


